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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期

第１四半期連結
累計期間

第117期
第１四半期連結
累計期間

第116期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高（百万円） 22,481 21,159 87,221

経常利益（百万円） 1,982 1,665 7,055

四半期（当期）純利益（百万円） 966 402 3,144

四半期包括利益または包括利益

（百万円）
508 469　 3,116

純資産額（百万円） 74,110 75,657 75,597

総資産額（百万円） 111,048 111,366 113,415

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
9.79 4.08 31.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 60.2 61.8 60.7

　（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい
ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

４　第116期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関係

会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前連結会計年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当グループが判断したものである。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により大きな打撃を受けた生産活動に回復の動

きが見られつつあるものの、原子力発電所の事故に伴う放射能問題や電力供給制限のほか、円相場や原燃料価格の

高騰などもあり、先行き不透明な状況で推移した。

このような状況のもと、当グループにおいては、地震により損傷した当社小名浜事業所、湯本工場及び大剣工場

（いずれも福島県いわき市）において、復旧活動に全力で取り組むとともに、日本経済の復興に少しでも寄与し、

メーカーとしての社会的責任を果たすべく、グループを挙げて生産・供給体制の確保に努めた。

これらの対応により、４月下旬までには上記事業所及び工場の操業を再開することができたが、当第１四半期連

結累計期間の売上高は21,159百万円と前年同四半期に比べ△1,321百万円（△5.9％）の減収となった。また損益面

においては、営業利益は1,597百万円と前年同四半期に比べ△423百万円（△20.9％）の減益、経常利益は1,665百万

円と前年同四半期に比べ△317百万円（△16.0％）の減益、四半期純利益は402百万円と前年同四半期に比べ△564

百万円（△58.4％）の減益となった。

セグメントの業績は、以下のとおりである。

（化学）

電子材料向けは、電極材料向け製品は伸長したが、震災の影響によるＩＴ関連業界の落ち込みにより、誘電体材料

やバリウム製品が振るわず減収となった。プラスチック関連は、塩ビ安定剤が需要回復基調にあったほか、衛生材料

が堅調に推移し増収となった。酸化チタンは、高機能品の拡販に取り組んだが、震災の影響を受け減収となった。有

機化成品は、光学材料向けイオウ製品などが堅調に推移し増収となった。これらの結果、当セグメントの売上高は

18,555百万円と前年同四半期に比べ△1,036百万円（△5.3％）の減収となり、営業利益は1,817百万円と前年同四

半期に比べ△247百万円（△12.0％）の減益となった。

（医療）

医療機器は、内視鏡洗浄消毒器の新製品が寄与し、増収となったが、主力のバリウムＸ線造影剤や消化性潰瘍・逆

流性食道炎治療薬が震災の影響を受け、またかぜ薬をはじめとするヘルスケア関連製品も減収となったことから、

当セグメントの売上高は2,332百万円と前年同四半期に比べ△237百万円（△9.2％）の減収となり、営業利益は225

百万円と前年同四半期に比べ△136百万円（△37.7％）の減益となった。

（その他）

路面標示・道路標識の設置工事などにおいて積極的な営業活動を展開したが、公共投資が低調に推移したことな

どにより、当セグメントの売上高は271百万円と前年同四半期に比べ△48百万円（△15.1％）の減収となった。また

損益面においては、コストダウンと経営の効率化に注力したことにより、営業利益は3百万円と前年同四半期に比べ

12百万円の増益となった。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はない。
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(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、718百万円である。

　また、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりである。

　（堺商品開発研究所の中央研究所への統合）

　　これまで、堺地区における化学事業の研究開発は、中央研究所と堺商品開発研究所の２研究所で行ってきたが、重

複業務の整理、開発テーマの見直し、要員の有効活用などを通じ、開発効率を上げ、新製品の上市を一層加速する

ため、平成23年6月29日に堺商品開発研究所を中央研究所に統合した。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名または
登録認可金融商品取引業協会
名

内容

普通株式 104,939,559104,939,559

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 104,939,559104,939,559 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
― 104,939,559 ― 21,838 ― 16,311

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

6,462,000

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

98,250,000
98,250 －

単元未満株式
普通株式

227,559
－

一単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 104,939,559 － －

総株主の議決権 － 98,250 －

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

堺化学工業株式会社

堺市堺区

戎島町５丁２番地
6,462,000－ 6,462,000 6.16

計 － 6,462,000－ 6,462,000 6.16

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、大阪監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,803 22,112

受取手形及び売掛金 26,291 25,359

商品及び製品 7,875 8,388

仕掛品 2,253 2,555

原材料及び貯蔵品 3,102 3,145

その他 1,461 1,524

貸倒引当金 △103 △78

流動資産合計 63,685 63,007

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,149 11,917

機械装置及び運搬具（純額） 7,663 7,513

土地 17,039 16,696

その他（純額） 1,401 1,106

有形固定資産合計 38,253 37,233

無形固定資産 272 255

投資その他の資産

投資有価証券 7,169 6,835

その他 4,089 4,087

貸倒引当金 △54 △53

投資その他の資産合計 11,204 10,869

固定資産合計 49,730 48,358

資産合計 113,415 111,366

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,734 10,364

短期借入金 9,855 9,677

未払法人税等 2,049 673

賞与引当金 1,149 1,690

その他の引当金 669 136

その他 4,930 4,278

流動負債合計 28,389 26,821

固定負債

長期借入金 3,151 2,917

退職給付引当金 4,664 4,418

その他の引当金 532 498

その他 1,080 1,051

固定負債合計 9,429 8,887

負債合計 37,818 35,708
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 21,838 21,838

資本剰余金 19,281 19,281

利益剰余金 29,833 29,863

自己株式 △2,590 △2,591

株主資本合計 68,362 68,391

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 498 478

繰延ヘッジ損益 1 △0

為替換算調整勘定 △69 △52

その他の包括利益累計額合計 429 425

少数株主持分 6,805 6,839

純資産合計 75,597 75,657

負債純資産合計 113,415 111,366
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 22,481 21,159

売上原価 16,997 16,334

売上総利益 5,484 4,825

販売費及び一般管理費 3,463 3,227

営業利益 2,020 1,597

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 59 77

負ののれん償却額 36 29

その他 39 54

営業外収益合計 138 163

営業外費用

支払利息 61 38

為替差損 78 42

その他 36 15

営業外費用合計 176 95

経常利益 1,982 1,665

特別利益

貸倒引当金戻入額 8 －

固定資産売却益 － 88

特別利益合計 8 88

特別損失

投資有価証券評価損 18 273

固定資産除却損 17 3

災害による損失 － 257

特別損失合計 35 535

税金等調整前四半期純利益 1,956 1,218

法人税等 910 741

少数株主損益調整前四半期純利益 1,045 476

少数株主利益 78 74

四半期純利益 966 402
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,045 476

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △539 △23

繰延ヘッジ損益 2 △2

為替換算調整勘定 0 18

その他の包括利益合計 △536 △7

四半期包括利益 508 469

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 435 397

少数株主に係る四半期包括利益 72 71
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　（連結の範囲の重要な変更）

　台湾堺股?有限公司は重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間より、連結の範囲に含めている。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

次の銀行借入に対し、債務保証を行っている。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

従業員（厚生ローン） 13百万円 12百万円

２　受取手形割引高

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

受取手形割引高 －百万円 2百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれ

んを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 1,088百万円 1,004百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１　配当に関する事項

 配当金支払額

平成22年５月12日に開催の取締役会において、次のとおり決議している。

普通株式の配当に関する事項

(イ）配当金の総額 394百万円

(ロ）１株当たりの配当額 ４円

(ハ）基準日 平成22年３月31日

(ニ）効力発生日 平成22年６月７日

(ホ）配当の原資 利益剰余金

２　株主資本の金額の著しい変動

　当第１四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「１　配当に関する事項」に記載している。

なお、この他に該当事項はない。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１　配当に関する事項

 配当金支払額

平成23年５月13日に開催の取締役会において、次のとおり決議している。

普通株式の配当に関する事項

(イ）配当金の総額 393百万円

(ロ）１株当たりの配当額 ４円

(ハ）基準日 平成23年３月31日

(ニ）効力発生日 平成23年６月６日

(ホ）配当の原資 利益剰余金

２　株主資本の金額の著しい変動

　当第１四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「１　配当に関する事項」に記載している。

なお、この他に該当事項はない。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

　（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学 医療 計

売上高        

外部顧客への売上高 19,5912,57022,162 319 22,481 － 22,481
セグメント間の内部売上高
または振替高

353 － 353 － 353 △353 －

計 19,9452,57022,515 319 22,835△353 22,481

セグメント利益

またはセグメント損失（△）
2,065 362 2,427 △9　 2,418 △397 2,020

　（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事関連事業などを含んでい

る。

２　セグメント利益またはセグメント損失の調整額△397百万円には、セグメント間取引消去4百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△401百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属

しない提出会社の一般管理費である。

３　セグメント利益またはセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項なし。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

　（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学 医療 計

売上高        

外部顧客への売上高 18,5552,33220,888 271 21,159 － 21,159
セグメント間の内部売上高
または振替高

354 － 354 0 354 △354 －

計 18,9102,33221,242 271 21,514△354 21,159

セグメント利益 1,817 225 2,043 3　 2,046 △448 1,597

　（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事関連事業などを含んでい

る。

２　セグメント利益の調整額△448百万円には、セグメント間取引消去0百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△448百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない提出会社の一般

管理費である。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項なし。　　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益 9.79円 4.08円

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益（百万円） 966 402

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 966 402

普通株式の期中平均株式数（千株） 98,657 98,477

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。　

２【その他】

　平成23年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議している。

(イ）配当金の総額………………………………………393百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年６月６日

　（注）　平成23年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っている。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

堺化学工業株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 道幸　靜児　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 堀　　亮三　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている堺化学工業株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、堺化学工業株式会社及び連結子会社の平成２３年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

　（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書作成会社)が別途保管している。

　　　　２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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